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都市における地価形成 と土地利用変動に関する研究
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要 旨

土地利 用変動 と地価形成 との関係 は極めて密接 な関係 にあ るに も拘 らず 、その実態や内的 な連 関につ

いては全面的 に解 き明 かされてはいない。その理 由 として、地価の データ0が 得 難 く、地価 の構造 ・メ

カニズム 自体が極め て把 らえ難 い とい う事や土地利用 の持 つ総合性、即 ち、土 地利 用形態の多様性 があ

げ られる。土地利用の ある形態 、例 えば、住宅地 とか商業地 とか個 々の土地利用 と地価の連関 といった

事例 について はあ る程度 は解 明されてはい るが、土地利用全 体での関連す る実証 的研 究 は無 い といって

も過 言ではない。 ここに、著者 は この地価の構造 を解 明する と共 に、土地利用変動 と地価形成 の連 関を

実証 しようとする ものである。

当論文 では、地価 と土地利用変動 に関する研 究の レヴ ィユー を行 った後、土地利用 変化のべ0ス に地

代負担力 がある と考 え、1974年 以来 、幾つかの都市で 、この論 に立脚 した土地利用 変化 と地価の関連 に

つ いて分析 を続 けて きたが、「大 阪都市 圏」 をその例 として取 り上 げる。

1地 価 と土地利用変動に関するレヴィユー

土地利用は、「何に利用 されているのか」が土地に反映されたものである。換言すると、土地

利用競合の結果の顕れでもある。この土地利用競合の経済的背景には、「地代」ないし 「地代負

担力」が働いている。まず、この 「地代」 について論 じたい。

1.地 代論と土地利用変動,

地代論は、経済学が率先 して展開 している。地代論の議論 は、まず農業地代からはじまる。農

業が産業の柱であった18世 紀 に活躍 したケネー(Quesnay,F.)(1758)、 チュルゴー(Turgot,

A.R.)(1769)な どのフィジオクラー トの考えでは、「地代の源泉は土地そのもの、即ち、土地の

持つ自然力、 自然の産物であるという考えに立脚 し、この純生産を地代 とした」である。この見

解には 「労働の価値創造」の視角が入っていないが、地代形成を生産力から論 じようと試みた点

は評価される。

これに対 して、地代が、「土地生産物の価値」か ら生ずる、即ち、地代が当該地での生産物価
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格以上 にでる市場価格 の超過分 にある と考 え、相対 的生産性 に眼 をつ けたのが リカー ド

(Ricardo,D.)で ある。 リカ.___ド(1815)は 「社会全体の穀物需要量が若 し劣悪な土地まで耕 さ

れると、こうした土地でも成 り立つように穀物価格が上が り、これにより肥沃度が優れている土

地では、より多 くの収穫がえられ、これが地代に転化する。即ち、優れた土地の地代の高さを決

めるのは耕作限界がどの程度 まで広がるかにかかっている。」 とか 「限界的最劣等地 と限界内の

優等地との格差が地代 として支払われる」 といったように 「差額地代」の概念 を出している。マ

ルクス(1848)は リカー ドの考えを更に 「資本論」の中で発展させ、地代について、(1)差 額地

代、(2)絶 対地代、(3)独 占地代の概念を提起 した(図1)。D.Bryan(1990)は 、「マルクスの

地代論の貢献は、「利潤」の概念を導入したことである。差額地代、絶対地代の概念をいれ、地

代の解釈 をリカー ドが 「農業生産」に

重 きを置いたのに対 し、マルクスは、

「人の労働 においた」と総括 している。

① 農業の場合、差額地代は市場への

アクセスとか豊饒度か ら見て有利な

農地は、生産限界地、即ち、「最劣

等地」 に比べ、超過利潤 を得るが、

これが差額地代 となる。

農業の絶対地代の場合、(1)農 業で

は資本の有機的構成が非農業の部門

に比べて低いこと、(2)土 地所有の

独占が存在 していること等の理由で

独占地代{

絶対地代

差額地代

独占価格

価 値
市場の状況で価値移譲の可能性あり

一般的生産価格

(劣等地の個別的生産価格)

優等地の個別的生産価格

図1マ ルクスの地代概念図

絶対地代が存在するという考えと、硲(1973)も 主張するように、「日本の農地の場合は、家

族労作的小農経営である為、資本構成の高低、生産価格 と価値の区別を峻別出来ないというこ

とで、絶対地代は存在 しない」 という考えもある。

農業における独占地代 については、ボル ドーの葡萄、有田の蜜柑、岡山のマスカット等当該の

土地でしか産出出来ない場合、需要が大幅に供給を上回った場合、需要者の支払能力 によって

規定 されるという事態が想定され、そこに一般的生産価格 を上回った独占価格が設定されるこ

とになる。

② 工業地の場合、差額地代 は、原料調達や労働力の入手の容易さ、製品の消費地 ・出荷先や関

連企業へのアクセス等、位置の良否 とか、土地そのものとしては、水、エネルギー代等工業生

産に関わる条件などにより、優劣の差が生 じる事から発生する。工業での独占地代は、独占資

本による価格操作、優良資源の独占、供給施設利用の優遇等により、独占価格が実現でき得る

(例えば、安価で、大量の水が確保できる独 占的化学工業資本、優良な鉱区、原料地を抑える

事が出来た石炭、石油、セメント等の独占的工業資本)が 、絶対地代については、資本の有機

的構成の高さと、外からの充分な資本の算入で理論的に設定 し得ない。

③ 住宅地についてはマルクスは 「住宅地代」 という概念 を設けていない。住宅に関連する地代

としては 「建築地代」がある。当該の土地を使用 して借家 を建てそこか ら家貰 を獲得する。こ
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の 「家賃」の部分と地主に支払 う 「土地の賃貸料」との差が建築地代 と 「資本論」では説明し

ている。

次に、賃料はい くら取れるか。 この額については、「資本論」では、直接説明 していないが、

建築地代の次の 「独 占価格」の概念の説明から想定 される。即ち、「極上質の葡萄山は独 占価格

を生ずる。 … 生産物価格を超えるこの独占価格の超過分は、もっぱら、上流の葡萄酒飲家た

ちの富 と嗜好 とによって規定 されている。 ・・この結果多大 な超過利潤 を実現す るであろ

う。 ・・この超過利潤は、地代 に転化 し、 ・・土地所有者の手に帰する」と述べられている。

この 「独 占価格」で 述べ られている 「葡萄」の箇所を 「住宅」に置き換えれば 「住宅地代」の

概念ともみなせる。なぜなら、住宅地代は土地独占から生 じるために、・基本的には 「独占価格」

といえるからである。

住宅地の場合、その差額地代は、当該の住宅地が持つアメニティ、即 ち、都心か らの時間距離

が短いとか、住環境が高操で緑が多 く閑静で優れているとか、公共的施設 ・娯楽医療施設等が多

く利便性が高いなどの 「良否」によって生 じる。このアメニティが、上流の葡萄酒飲家達の 「嗜

好」にあた り、彼等の 「収入、支配能力」が 「富」にあたるものと見なせる。

また、住宅地でも単に業者が家屋の供給とか土地の造成工事のみで、土地の売買抜 きの定借住

宅(1993年 から導入 された借地権が有限の家屋を建設するシステム)で は、この住宅地 も工業地

と同様に、絶対地代は生 じない。独占資本が建設 した 「住宅地」には建設 ・造成事業に係わって

投下された資本投下については平均利潤率を上回る独占価格から独占地代は生 じる。

矢田(1973)も 言 うように、現実的には、 日本のように宅地需要が多 く地価の上昇の著しい所

では、土地の売買にこそ不動産業者のメリットがある。宅地というものは、本来的にその供給に

は限りがあるから独占価格をつくる。

宅地購入者の大半は通勤者で、通勤時間の短縮は大 きなアメニティとなる。この観点から、奥

山(1970)の 「都心のオフィスへの通勤費の差が差額地代 に働いたのではないか」 という考えも

でた。ただし、都心部の住宅地価と郊外部のそれとの地価の差は通勤費の差 を遙かに凌駕 してい

る。即ち、都心部の地価 と限界地 との地価差 は、1970年 現在、六本木679万 円/m2に 対 し青梅30

万円/m2と 、その格差が349万 円 もあり、青梅からも東京都心部への通勤費年間20万 円はさほど

大 きな位置を占めてはいない。これは、周辺の商業地価 に引っ張 られて住宅地価が設定されてい

るのが実態であり、奥山は住宅地の独占価格的正確を看過 している。

農業地価 についても、大都市地域では上記の住宅地価 と同様に、農穣度がネグリジブルな様相

さえ呈 している。例 えば、大阪府内の中田の売買価格 を見ると、泉南(都 心か ら40km)と 中河

内(同10km)と では10倍 もの地価差がでている。これは、農業地価が周辺の住宅地価 に影響 さ

れて決定されていることを示す。

2.チ ューネンの農業立地論 と土地利用変動

リカー ドは肥沃度の違いに差額地代の根拠を見出したが、チューネン(VonThuenen)(1826)

は自ら農業経営者 としての実践を踏まえて、都市の中心(市 場の中心)か らの距離帯によって、

どのような営農形態が収益(地 代獲得)か ら見て最適になるのかを理論的に検討 した。その結果、
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都 心 に近 い所 か ら 「農 業 集 約 度 」 に応 じて 、 自由 式 農 業 、 三 圃 式 農 業 、 牧 畜 と同 心 円 的 に、 オ プ

テ ィマ ム の農 業 形 態 が 展 開 され る こ とを理 論 づ け た 。 即 ち、 そ の 生 産 物 の価 格 か ら生 産 費 と輸 送

費 を差 し引 い て農 業 立 地 の 差 額 地 代 論 を提 した の で あ る 。 前 提 と して、 気 象 条件 、 土壌 条件 が均

質 とか 、交 通 手 段 が 一一つ で 市 場 が 一 つ とい っ た非 現 実 的 な 与 件 はあ っ た にせ よ、 これ以 降 の差 額

地 代 論 に経 営 額 的分 析 を導 入 した点 は大 きい(図2)。

この チ ュ ー ネ ン理 論 に関 して 、 ブ リ ン ク マ ン(Th .Brinkmann)(1922)は 経 営 組 織 論 的視 角

を入 れ て発 展 させ た り、 ダ ン(EdgarDunn)(1954)も 地代 関 数 を導 入 し論 を発 展 させ た 。 そ の

後 ・ チ ュ ー ネ ンの 理 論 は近 代 経 済 学 の発 展 と共 に 、付 け値 曲 線(bigrentcurve)を ベ ー ス に した

土 地 利 用 転 換 論 と して発 展 して い く。 な お 、R.Sinclair(1967)は チ ュ.___ネンの 理 論 に対 抗 す る

よ う な理 論 を出 した。即 ち 、都 市 に近 接 した農 地 は都 市 的 な土 地利 用 に転換 され る可 能 性 が 高 く、

営 農 者 は空 地 ない し粗 放 的 農 業 に な り、 外 側 ほ ど集 約 的 な農 業 にな る とい う考 えで あ る(図3)。

また ・G・1・Thrall(1980)は チ ュ ー ネ ンの 理 論 を基 に、 地 代 の消 費 理 論(ConsumptionTheory

ofLandRent)を 発 展 させ た。
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論 的な土地利 用の配列

出典:米 田巖 「現代 地理学」(1983)

3.住 宅地の地価と土地利用変動

住宅地と地価の関連について、 日本では、1960年 からの土地ブームが発火点とな り、地価高騰

のメカニズムの議論が活発化 した。同時に、内外で、地価形成のモデル化の議論が活発 に行われ

だした。

1)地 価高騰のメカニズム

地価高騰論が活発化するなか、地価高騰のメカニズムは、大 きく次の4グ ループに分けられ
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る 。

ア)土 地需給論

この主張は、「土地の供給には限界があ り、大量の流入住民、核家族化等による彪大な土地需

要が地価の高騰を呼んだ」 としている。この地価需給論の基礎は、先述のリカー ドの地代論に求

められ、地価決定に当たっては、近代経済学の需要 ・供給の原理で決定されるとしている。

この考 え方を支持するのは近代経済学者で、都留重人(1967)、 伊東光晴(1967)、 小宮隆太郎

(1972)、 村上泰亮(1972)、 藤田晴(1970)が 地価形成の理論化を試みている。彼等の論は、急

激な都市化 に伴い農地が商品化され、恰 も一般商品 と酷似 した形で売買がなされているという論

に立脚 している。

新沢嘉芽統(1965)、 華山謙(1963)は 、土地供給者たる農民の特殊な条件に着 目し、具体的

な実証データーに基づ き、上記の単純な土地需給論に一定の批判 を加えつつ、「住宅を建てる能

力の者の支払い能力が、限界地の地価のマキシマムとして限界 を画す ・… 」 というように、

結局は均衡論(農 民対土地需要者)を 認めている。

ただし、新沢達のいう 「支払い能力ギリギリの均衡」 という考え方は誤 りである。現実には彪

大な土地需要者が存在 し購入される土地の量は少なく、土地供給者が圧倒的に優位で平均的土地

需用者の購買能力を遙かに超えている。新沢等のいう 「均衡」は今のところ存在せず、現実に土

地需用者が土地を手に入れようと追っかけている様が、恰 も 「均衡」 しているように考えられた

ものと見なされる。

著者は、新沢等の考えについては、巨大都市圏では 「マンション居住者」のような 「偽土地持

ち客層(フ ロアースペースは持 っていても、厳密な意味で底地所有 とは見なせない)」 を含めた

持ち家率が年々低下の一途の状況を考えると、支払能力ギリギリで取引 しているという 「均衡論」

は甘いと言わざるを得ない。

イ)農 民土地つり上げ論

前項の均衡論者の大多数は、地価の上昇の最大の問題点を 「農民の土地の売 り惜 しみ」を理由

に挙げる。然 し、現実には農地の価格は上昇するが、農民の土地市場への主体的な参加はない。

地価の上昇が農民生活の向上に繋がるという論者がいるが、それは事実 と反する。實(1974)が

行った地価上昇の著 しい大阪市近郊の農民の実態調査(1960-65年)か ら見 ると、農地を売却 し

た農民のうち比較的裕福な生活を享受で きたのは、1町 歩以上の一握 りの農家だけである。5-

5.9反の農家はせいぜい安普請の文化住宅 ・貸家 を建てられた程度で、5反 未満は家の改築が関の

山。その3分 の1は 借金返済や病気、高齢化で窮乏している。文化住宅 ・貸家 も10年 も経てばボ

ロボロにな り、改築もままならず採算割れしている。こういった現実 を見るにつけ、農民は都市

化 ・地価上昇により 「職」 と土地をうばわれた犠牲者でこそあれ、断じて地価つ り上げの元凶で

はない。
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ウ)中 間利潤形成過程における不動産資本論

「土地の供給者 としての農民 と都市生活者 との問のひとつの関係」 と言う関係は誤 ってお り、

中間利潤形成過程 としての不動産資本の役割が極めて大きいという主張がある。即ち、住宅とし

ての 「使用価値」が 「地代」として、宅地の最終需要者たる勤労者のポケットから支払われ、土

地の供給者たる農民 と宅地需要者との間に不動産業が介在すると解釈する論である。即ち、不動

産資本は真 っ先に、「自分達の利潤Jを 計算する。宅地はそれに応 じて決定 される。大手の不動

産資本(三 井、三菱、住友等の旧財閥系や東急、近鉄、阪急、京阪等の私鉄)が その資金力 を生

か して、地価をつ りあげているという。

このようなコンテキス トについては、早川(1969)、 田之倉(1969)、 佐藤(1971)、 足立兆司

郎(1971)、 岩見(1972)、 矢田俊文(1973)、 硲正夫(1973)、 松原(1989)等 によって、主張 ・

実証されている。

早川(1969)は 「地価の水ぶ くれ現象」即

ち、「都心 における商業地 としての利用価値

がなく、商業地代 を発生 し得 ない場所でも商

業地代が期待された り、郊外 における空洞地

の存在は全住宅需要を遙かに上回る住宅地代

を形成す る」 と言った とらえ方 を している

(図4)。

田之倉 ・佐藤 は、「独 占資本 ・私鉄資本等

が本業 と絡み合わせて、土地売買をめぐる投

機的利益 を求めている。国 ・公共団体の土地

購入 も土地騰貴に一役買っている」 と指摘 し

＼

虚

虚 ＼＼

住

点線は現実に形成 される地価曲線
太線は実現 しうる地価

図4地 価 水 ぶ く れ構 造

(早川和男:「 市街 地価 格論 」『土地問題』有斐 閣、1968)

ている。矢田(1973)は マルクスの地代論を土地問題 に絡ませ、住宅地価 を独 占価格 とみなし、

住宅建設事業も含めた不動産資本の役割を理論的に分析 している。

足立(1971)は 、金融構造から来るインフレを分析 し土地価格の上昇を主張する。即ち農民が

土地売却によって得た預金が地域銀行に預けるが、結局はコールローンによって都市銀行へ流れ、

それにより都市銀行の貸付残高が増え、信用が膨張 しインフレを呼び地価が上昇すると主張 し

た。

マルクスの地代論 は、理念的には理解できるものの、「量的」には厳密 に特定出来ない恨みが

あった。例えば、絶対地代にせよ、独占地代 にせ よ、量的には特定 しがたい。即 ち、「独 占価格

は需要者の支払能力次第」 とか、「(Vが2倍 の価値 を生む場合)絶 対地代 も、最劣等地の不変資

本(C)と 可変資本(V)の 合計 より多 く、C+2Vの 問のどこで決 まるのかは市場の状況次第」

となっており、いずれも、量的に特定 し難 く、地価形成の構造をモデル化がなされ得 なかった。

そんな中で、岩見(1972)は マ ンションの地価形成について不動産資本の介在のメカニズムに

ついて論 じた。1989年 に、地価形成のモデル化も試みている。

Pβ(t)=〔ph(t)qo/(1+φ)-Co〕-Cβ

Pβ:単 位面積当た り素地価格
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ph(t):住 宅スペ0ス 単位価格

Qo:単 位宅地面積当たり住宅スペース生産量(原 初)

φ:平 均利潤率

Cα:単 位面積当たりα土地資本投下量

Cβ:素 地単位面積当た りβ土地資本量

上記の素地価格の法則は建物の立っている宅地価格にもあてはまる。即ち、宅地価格からとり

壊 した費用を控除 した価格 として定まる。

松原(1989)は 東京都市圏の不動産資本の動 きを、私鉄沿線での不動産購入から売却 に到るま

での丹念な実態調査住宅公団の実績の解析、有価証券報告書を用い行い不動産独占資本の内的な

メカニズムを実証分析 している。

4.地 価 形 成 の メ 力 ニ ズ ム の モ デ ル化

地 価 形 成 を土 地 利 用 との絡 み で 実 証 的 にモ デ ル化 し よ う と言 う動 きが あ る 。 唯 、 近代 学 的 テ ク

ニ ックで モ デ ル を構 築 す る際 の デ ー ター の信 頼 度 に、実 は大 きな問 題 が あ る 。例 え ば 、 日本 に は 、

「十 、 五 、 三 」 とい う言 葉 が 罷 り通 り、給 与 所 得 は100%正 し く と らえ られ る が 、 企 業 、 と りわ け

生 業 的 企 業 の所 得 が50%程 度 とか 、 農 業 は30%し か 申 告 され な い と言 っ た具 合 に、 曖 昧 さ を有 す

る。 数 字 の厳 密 さ に 問題 が あ る とは い え 、 そ れ で も、 この 誤 差 を含 ん だ上 で議 論 が 展 開 で き る。

まず は 、 ア イザ ー ド(1956)、 ア ロ ンゾ(W.Alonso)(1964)を 挙 げ ね ば な らな い 。 ア ロ ン ゾ

は、 付 け値 関 数 を軸 に 、 農 民(土 地 の 提 供 者)、 個 人(居 住 者)企 業 の均 衡 点 を考 え 、 地 価 と土

地 の量 、 都 心 か らの 距 離 と所 得 につ い て の分 析 を して い る。 近 代 経 済 学 の価 格 理 論 の 土 地 へ の適

用 が ユ ニ ー ク で あ る。 実 証 例 と して フ ィ ラデ ル フ ィ アが あ る 。

pq=222.65-1-0.4357(±0.1275)y-90.107(±22.703)t

R=0.69S=375.67

P:平 方 フ ィ ー ト当 た り価 格($)

q:家 族 当 た りの平 方 フ ィー ト数

y:家 族 収 入($)

t:都 心 か らの距 離

ア ロ ン ゾ と ほ ぼ期 を同 じ く して 、Mayer,R.(1965)は 近 代 経 済 学 的 手 法 で 、 地価 形 成 の理 論

をモ デ ル化 して い る 。

ア イ ザ ー ドがRegionalScienceAssociationを 立 ち 上 げ た の に刺 激 さ れ、 日本 で も 日本 地 域 学 会

が 設 立 され 、 経 済 学 、 工 学 、 社 会 学 な ど学 際 的 な形 で 、 こ の土 地利 用 変 動 ・地 価 に つ い て の モ デ

ル化 が 進 む 。

石 原(1969)は 社 会 工 学 的 サ イ ドか ら地 価 形 成 要 因 を宅 地 率 、 事 業 所 密 度 、 新 着 工 住 宅 戸 数 、

火 災 の発 生 件 数 、 所 用 時 間 を変 数 に採 って 解 明 して い る。 折 下(1969)は 、 工 業 化 、 商 業化 、住

宅 地 化 に 関連 して 、 近 代 経 済 学 の 価 格 理論 の 立 場 か ら地 価 勾 配 とそ の変 動 の 測 定 を行 っ て い る。

天 野 等(1982)は 土 地 利 用 変 動 の 中 で 、 ク ラス タ ー分 析 と相 関 分 析 を行 う事 に よ り、 地価 の ポ ジ

シ ョニ ン グ を行 っ てい る。
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G.1.Thrall(1971)は 地価 と人 口 密 度 の 関 係 を モ デ ル化 し て い る 。F.P.Stutes,A .E.Kartman

(1982)は 、全 米 の 主 要 都 市 圏 の住 宅 価 格 の 形 成 の メ カ ニ ズ ム を家 計 、所 得 、 住 宅市 場 等 の 指 標

で 分 析 した 。

中 原 ・太 田 は(1983)地 価 の高 低 に よ り、 土 地 利 用 形 態 が 異 な っ て い る点 に着 目 し、 札 幌 を フ

ィー ル ドに土 地 利 用 の 需 要 予 測 を行 っ た 。彼 等 は 土 地 利 用 形 態 を 「商 業 専 用 」 「住 宅 専 用 」 「住 商

工 混合 」 等 の5種 に分 け、 土 地 利 用 の諸 類 型 を 目的変 数 に 、 地域 特 性 を説 明 変 数 と した 利 別 を地

価 の 階層 別 に行 っ た 。 この分 析 に よ り、札 幌 市 の 地価 予 測 につ い て、か な りの 的 中率 を得 て い る。

しか し、 土 地 利 用 の 高 度 化(高 層 化)、 商 業 の大 型 化 、 工 場 の計 画 的 再 配 置(団 地 化)等 の解 析

に は妥 当性 が あ る とは 言 い 難 い 。 ま た、 デ ー ター と して 、 土 地 利 用 現 況 図 を を使 って い ない の は

致 命 傷 で あ る。

Mingche,Brown(1980)は 、 施 設 や駅 へ の 近 接 性 な どの ア メ ニ テ ィ を指 標 に と り入 れ た ヘ ド

ニ ック プ ラ イ ス モ デ ル を地 価 推 計 に適 用 した 。A .Can(1992)も 地 価 のヘ ドニ ック モ デ ル に よる

住 宅 地 価 の推 計 を行 っ て い る。

G.1.Hepner(1984)は 住 宅 の 立 地 要 因 と しての ア メ ニ テ ィ(例 え ば、知 名 度 、サ ー ビス、 道 路 、

学 校 等)に つ い ての 意 識 を調 べ 、 そ こ に住 宅 地 と して の差 額 地代 を見 出 そ う と した 。

毛 利 、 呉(1984)は ア ク セ シ ビ リ テ ィ と地 価 分 布 との 関連 に つ い て 分 析 し た 。M .G.Wider

(1985)も 、 都 心 か らの 距 離 に よ って 、 住 ・商 ・工 ・サ ー ビス の 各 土 地 利 用 が どの よ う に転 換 さ

れ て い って い るか を実 証 した 。

柏 谷 ・小 倉(1985)は 、 ロ ジ ッ トモ デ ル に よる付 け根 曲線 の 推 計 を行 っ た 。森 杉 等(1987)は

ア ロ ンゾ 以 来 の付 け値 曲線 の 分 析 を通 勤 時 間 、 宅 地 面積 、 社 会 経 済 的諸 指 標 を採 り、 地価 を内 生

化 した住 宅 立 地 モ デ ル を作 り、付 け値 曲線 の 分析 を深 め た 。

柏 谷 等(1986)は 駅 勢 圏 に着 目 し、

log(Y)=a十b*X十d3十d5十d7十dg

Y:地 価(万 円/m2)

x:駅 か らの 距 離

di:昭 和(50+i)年 ダ ミー

付 け値 地価 の 形 成 につ い て モ デル 化 した。

コ ン ピ ュー タ ー科 学 の発 展 で 、松 村(1990)は 、 住 宅 地 価 の推 計 を フ ァジ ィ に よ る線 形 回帰 モ

デ ル に よる分 析 を行 って い る。 実 証例 と して は、 西 武 新 幹 線 の推 計

Y=(1250.11,72.71)Xl-(0.2056,0)XZ-1-(111.58,55.60)X
3

Y1:公 示 地 価(価 格 判 定 基 準 日:昭 和64年1月1日)(千 円/m2)

X1:最 寄 り駅 ま で の距 離(m)

X、:最 寄 り駅 か ら都 心 タ ー ミナ ル駅 まで の 時 間 距 離(分)

X、:下 水 道 整 備 状 況(整 備1、 未 整備0)

以 上 の如 く、 モ デ ル は次 々作 成 され る もの の肝 心 の デ ー ター が メ ッ シ ュ とか 市 区 町村 毎 に採 ら

れ て い ない ・ 又 、 地 価 も実 勢 デ ー タ ー もバ ブ ル以 降不 透 明 に な っ て きて い るの も不 安 で あ る。

R・B.Peiser(1989)は 、 ハ リ フ ァ ック ス を例 に都 市 ス プ ロ ー ル につ い て 、地 価 と住 宅 面 積 に着
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目しそのモデル化を図るとともに、土地利用規制の効果について論 じている。

バブル期の地価論について、宮尾尊弘(1991)は 地価バブルは無かったと主張する。即ち、地

価の上昇は経済のソフト化 ・サービス化による都市の生産性の上昇、或いはこれを期待 したもの

と主張する。下田充(2000)は 地価バブルは我が国のマクロ経済が生み出 したマクロの期待成長

率の上方シフ トによるものという。両人 とも経済の構造変化 をその根底にあげた。

GISの 技術の高 まりと普及共に、GISを 使 った解析が増えてきている。ただ、GISの 「情報フ

ァイル」 という性格に関連するが、地価データーの 「コンパイル」、「表示」といった研究は数多

いが、地価 と土地利用についての研究はそれほど多 くはない。

Jothimani,P・ 山村悦夫(1995)は 土地利用図をデジタル化 し、札幌市の地下鉄沿線の土地利

用変化を、2.5万分の1の 地形図を使って、比較 を、地下鉄沿線の両側に1㎞ のバ ッファーを掛

け、1977年 と1993年 の土地利用変化の比較を行っている。

依田浩敏他(1992)は 国土数値情報 を利用し建物用途別の分布図を作 った。フィール ドを東京

都都市圏にとり、メッシュマップを作 り、そこへ細密数値情報、固定資産税概要調書に床面積デ

ータをオーバーレイし、分布図を作っている。

地理学の分野では、脇田(1983)が 伊勢崎市をフィール ドに、旧市街地の生業的商店の経営基

盤をヒアリングで確かめ、その中から 「地価 ・地代」の乖離を指摘 している。但 し、この乖離が

土地利用 に、どの様 に具体的に影響 しているかに関 しての論及はない。

5.そ の他の地理学者の地価 ・土地利用の研究

戸所(1986)は 地価の高騰に伴 う土地利用の高度化 という視角で、名古屋市をフィール ドに、

同市の高層 ビルを各階層別に利用形態を調査 した後、高地価のポイントにはそれに対応するよう

な業種が卓越 している事を指摘 している。山下(1985)も 、松本市の都心部について同様の研究

を行っている。

山田浩久(1993、2000)は 、関東東北の鉄道沿線、船橋、仙台などの主要駅前の土地利用変化

と地価の動向を、平面のみならず立体的土地利用にも目を付 け分析 した。豊田(1993)も 大阪都

市圏の小売業から見た商業地代の空間構造 と地価変動 を分析 している。堤(1995)は 前橋市の市

街地周辺の土地所有者の意識調査を行っている。

以上の研究を踏 まえ、著者はここに 「地代負担力」 をベースにした土地利用形態の変動を、日

本の内外の都市をフィール ドに解析する。

皿 「地代負担を基盤にした土地利用変動」の解析に関する著者の見解

1.基 本的考え

以下の見解は、著者が、1974年 に富山大学教育学部紀要に 「市街地形成理論に関する試論」 と

して発表 した論文、及び、同年、経済地理学年報20-1に 「都市スプロールの社会経済構造」 と

して発表 した両論文が基礎 となっている。

都市の発達に伴い、土地利用の転換 と高度化が進行する。業務地が住宅地、工場地に進出した
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り、住宅地が工場地 を蚕食 している。又、

同じ商業地内で も大デパー ト、スーパーが

群集する零細商店 を買収 した り、低層住宅

街に大マ ンションが建設 されたり、農地で

も麦畑や水田が疏菜畑に転換 している。(図

5)

この様に、土地利用変化 にはその土地を

占有する力、即ち、その 「地代負担力」が

そのベースとして働いている。そこで著者

は、 このそれぞれの土地利用形態毎の地代

負担力を算出 し、それをベース に、当該地
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域の土地利用の変動を検証 ・解析 しようと試みる。ここに著者は、この地代負担力を表現する概

念として、「実勢地価」 に対 して 「実質地価」(一 種の 「収益還元地価」)と いう概念を提起する。

この実質地価は、「当該の土地 を利用することによって生 じる超過利潤 を割 り出 し、それを利子

還元すること」により、当該の地価を算出する。

この実質地価なる概念を設定する意義は次の通 りである。

1)土 地利用の変化は、基本的には土地利用相互間の競合である。土地利用に関 して地代負担力

の高い用途が、より低い用途に優先し入れ替わ り得る。その際、この概念(実 質地価)が 地代

負担力を表示するインディケーターとして採用出来る。

2)こ の 「実質地価」 と 「実勢地価」は常に均衡状態に働いてお り、この 「実質地価」 と 「実勢

地価」との差こそが土地利用変動 を惹起するものと考えることができる。即ち、当該地の 「実

質地価」が 「実勢地価」 より高ければ、理論的に両地価が均衡するより優れた位置まで移行 し

得る。逆の場合、転出するには、両地価が均衡する 「より条件の悪い地点」 まで退 くことにな

る。なお、当該の都市圏

LandPrice内の最低の実勢地価 より

低い場合 には、転出す る

事はで きず当地で留まら

ざるを得ない。(図6)。

3)こ の概念を採用するこ

とにより、「土地利用変換

の移動 と方向」の可能性

を推測す ることが可能 に

なる。

4)住 宅地の実質地価につ

いては、企業 に於ける超

過利潤にあたるもの とし

て、「貯蓄」(単 なる預金 図6
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B;factory

distancefromciviccenter

Theconceptoflandusechangebasedbytheauthor'idea
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のみでな く、株式、土地等を含めた広義の貯蓄)を 採った。その理由は、住宅地自体は企業で

言 う 「利潤」 を生み出す ものではないが、そこで生活 をしなにが しかの 「剰余」{(家 計収

入)一(労 働力の再生産に必要な支出)}が 生 じるところから、これを企業でいう 「超過利潤」

とみなし得 るインディケーターとして取 り上げた。個人により貯蓄志向が異なるとはいえ、階

層的に 「マス」 としてみれば、十分採用するに値する。

2.実 質地価の算出方法

実質地価は地代負担力を示すと共に、実勢地価 との対比によって土地利用変動の可能性 をも探

る重要な指標である。以下、商業地 ・工業地 ・住宅地の算出方法を日本の場合 を例に提示する。

外国の都市についても同様の手法で算出する。

(商業地)

実質地価を算出するには当該地での面積が必要であるが、データーとして制約があり、商業地

については小売業 と銀行に頼 らざるを得なかった。

小売業については、通産省(現 経済産業省)の 商業統計から、市区町村毎に販売額 と共に売場

面積が得 られる。(一 階のみで営業 している一般小売店については、そのまま床面積が敷地面積

と解釈できる。)中小企業庁の小売業の費用構成分析から、販売額 に対する純利益が2%で ある

ことから利子率を5%と して、

一般小売店の実質地価=坪 当りの商品販売額×0.02÷0.05

と算出される。

また、百貨店については、市区毎に店舗当りの販売額と従業員数が得 られ、中小企業庁の費用

構成分析から、

粗利益=販 売額 ×0.2

配当+金 利=粗 利益 ×0.05

原価消却 ・広告 ・通信費=粗 利益 ×0.6

労賃=当 該地での大規模店従業員平均賃金×従業員数

面積は住宅地図で一店舗当 りの面積を算出 した。 よって、

百貨店の実質地価={(粗 利益=販 売額×0.05)一(配 当+金 利=粗 利益 ×0.05)一(労 賃)一(原

価消却 ・広告 ・通信・=粗利益 ×0.6)}÷(敷 地面積)÷0.05

となる。

なお、卸売業については販売額についてのデーターは得 られるものの、その面積についてはそ

の多様性のために計測ができない。サービス業についても同様である。

銀行については、 日本銀行協会調査の市区別の一店舗当 りの預金額が得 られる。同協会の全国

銀行財務諸表分析の利益配分構成を参照すると、

超過利潤額=預 金額×0.006

また、面積 も百貨店 と同様 に市区毎に住宅地図に・基づいて一店舗平均を計測する。例 えば、大

阪の場合、一店舗が500坪 なので、

銀行の実質地価=坪 当りの預金額 ×0.006÷0.05
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となる。

(工業地)

製造業の敷地面積と付加価値額については、通商産業省(現 経済産業省)の 工業統計表により、

市区町村別のデーターが得 られる。次に、中小企業白書の付加価値額構成分析を参照 し、規模別

(大:従 業員300人 以上、中:同30-299人 、小:同29人 以下)に 超過利潤を計算 し、工業地の実

質地価 を求めた。

工業地の実質地価={(付 加価値額)一(人 件費)一(利 子 ・配当)一(減 価償却)}÷(工 場の敷地

面積)÷0.05(利 子率5%)

(住宅地)

先ず、貯蓄動向年報の5(又 は10)分 位別の年間当りの準貯蓄額(貯 蓄一負債)を 出す。なお、

貯蓄には、預貯金以外に株 ・土地の購入も含 まれる。次に、当該地域の平均住宅敷地面積で除し、

更に、上記年報の都市規模別(巨 大都市、大都市、中都市、小都市)の 貯蓄増減額で補正 して算

出する。その得 られた数字を利子還元(利 子率5%)し て、住宅地の実質地価 を算出する。一例

として札幌市の場合を示す(表1)。

表1札 幌市民年間収入5分 位階層別貯蓄負債および投資の1世 帯当たりの純増減額

(1)純増減額 (2)純増減額 (2)一(1) 平均敷地 坪当たりの

階層 (万円) (万円) 4 実質地 価

1966年 1970年 (万円) (坪) (万円)

1 25.9 53.4 6.95 40 3.5

II 32.4 73.0 10.15 50 4.1

皿 47.9 107.9 15.00 60 5.0

N 76.9 108.0 7.78 70 2.2

V 175.6 272.4 21.20 80 6.1

なお、1～Vは 所得 を5段 階区分 した もの。

類 地価e〔(・97・ 年購 純轍 額)一(1966年 賭 鱗 減額)〕 ×1÷ 平,勾敷地1

し、その利率 で利子還元 す る。

利 子 率 を5%と40
.05

(星灘 動灘1966年1970年)

皿 大阪都市圏の地価と土地利用変動

ここに・巨大都市圏の一つ として、東京 と並び称せられる日本の巨大都市圏の一つである大阪

都市圏を取 り上げた。

大阪都市圏はその中核 には大阪市がある。大阪としての出で立ちは、645年 日本で最初 に計画

された孝徳天皇の 「難波豊碕宮」に遡る。その後、大阪が 「都」に近い海外貿易 をも担える港で

あったこと・淀川、大和川を利用 しての舟運が利用できるなど交通の利点から商業の町として発

展 した。1471年 の蓮如上人による石山本願寺の建立、豊臣秀吉の大阪城の築城が続 き、江戸時代
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に入ってから、安田道頓 ・松平忠明の都市計画により、さらに、「商人」町大阪の地位が高 まっ

た。実に、 日本の富の60%が 大阪(当 時大坂)に もたらされた。明治に入 り、首都が東京になっ

たことで一時衰退するが、再び、日本の産業革命 とともに産業 ・商業の都市 として復活する。第

二次大戦後、大阪は太平洋ベル ト地帯の都市として、工業の設備投資をバネに大量の労働者 を集

め、爆発的な都市化を迎える。然 し、この爆発的都市化はそのスピー ドが早 く、住宅、道路、下

水など住環境整備が十分なされないまま進行 したので、無秩序で非人間的なスプロールがおきた。

その問題の根幹には土地問題がある。住宅にしろ工場にしろ構える場所は自己の 「金力」に応 じ

た場所を探さざるを得なかった。

ここ、皿では、土地利用の転換のプロセスを 「地代負担力」の視角から検討する。時代的には、

1)1960年 代=経 済の高度成長期、2)1970年 代=オ イルショック後の安定成長期、3)1980年

後半=バ ブル期、4)1990年 後半=バ ブル崩壊期に分けて分析する。

(1)1960年 代=経 済の高度成長期

第二次大戦後、 日本経済の高度成長は、東京と大阪を中核 とする東海道メガロポリスへの産業

と人口の集積をもたらした。 とりわけ、1961年 に池田内閣が提起 した 「所得倍増計画」は企業の

設備投資をあお り、東京、大阪の2大 都市圏では ドラスティックな都市化が進行 した。この時期

のスプロールは、戦前のそれが、主 として、大阪市内に限られていたのに対 して、大阪市の近郊

を舞台として展開する。

住宅地拡大の源 となったのは人口の大量流入であった。1959年 から1964年 にかけて、人口増加

は年率7%を 超える増加率を示し、世帯数でもこの間、年間9万 世帯(人 口45万人)の 増加を示

している。1965年 以降は人口増加率は下降線に転 じるものの人口の絶対増は続いてお り、1965-

70年 には43.5万人、1970-75年 には33.9万人 と増加 し、宅地化が着実に進行 している。

この増加人口の大半は、近畿地方の各県をはじめ、中国 ・四国 ・九州 ・北陸地方など西 日本の

農村出身の低賃金労働者が多かった。お りしも、核家族化の進行 も著しく宅地需要に拍車をかけ

つつあった。1959年 には1世 帯4.59人 が1975年 には3.27人 となり、人口当たりの世帯数は40%も

の増加となった。

問題は住宅供給である。住宅需要のあった1959-64年 間に公的住宅の供給は僅か7.7%に 過 ぎ

ず、自力で民間住宅を求めざるを得なかった。例 えば、1962年 度の大阪市の公営住宅に入居で き

たのは極めてわずかで、入居の応募倍率は大阪市営住宅の54倍 をはじめ、軒並み20倍 以上の倍率

になっている。従って、住宅 を選ぶ際には自分の財力に応 じて獲得することになる。即ち、所得

階層による住み分けが行われた(図7)。

また、高度経済成長は活発な高度設備投資がその背景にあり、爆発的な住宅地化 と同時に工場

の外延的発展をもたらした。大阪都市圏の工場は、大都市消費型の電気器具 ・食料品 ・化学製品

などが多いが、外延的転出地 としてこれまで立地 していた母都市に近 く、人口集積の高い ところ

に進出する傾向がある。大阪府下への進出工場の事務所の所在地を見ると、例えば寝屋川の場合、

その78%が 大阪市 となっている。これを見ても、いかに企業が 「母都市」とのつなが りを持ちつ

つ進出していっているかが窺える。しかし、外延的発展 とは言え地価の高騰を前にして、その進
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出地は当該の企業の生産性に大 きく規定されることが予想 される。ここに、大阪都市圏について、

都市発展に伴 う商業地 ・工業地 ・住宅地への土地利用変化がいかなる要因で執 り行 われたのか、

「地価形成」 という視角から検証する。各土地利用毎の実質地価 をIIで掲げた算出方式 に基づ き

計算 し、実勢地価 曲線との対比から以下のことが判明した。

1)C.B.D.の 商業地を代表する銀行 ・デパー トについてみる。銀行の実質地価は、実勢最高地価

を上回ってお り、地価のプライスリーダーの一翼を担っている。デパー トについても、その実

質地価は実勢最高地価には届かないもののそれに近い。デパー トの大半が都心から1-3km

に立地している点から見て、立地地点での実質地価 は実勢地価より高 く、実質的に地価のプラ

イスリーダーの役割を果たしている。

2)住 宅地については所得階層により郊外の住宅取得がなされている。所得階層が、5分 位の1

位(Aク ラス)の 者は、西宮 ・宝塚 ・枚方などの高燥で静かな土地での地代負担力 にも耐える

ことができる。同3位(Bク ラス)の 者は、門真 ・寝屋川 ・大東 ・東大阪 といった低湿地や公
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害の難のある尼崎でやっと地代負担力が均衡する。それより下のクラスでは都市圏内の どの場

所にも、自力では地代負担力に耐えかねて、当該地か ら外へ出られない。

尚、母都市である大阪市の所得は低い。とりわけ、JR環 状線の周縁にホームレス労務者、社

会的被抑圧階級がスラム的に居住するなど、所得の低い階層が郊外へ転出するが余力無 く 「停

滞」 している点も大きい。このように、階層 による 「住み分け」が地代負担力によってなされ

た。

3)工 場については、1960年 代には大量(1年 間で大阪府内で5000ha、 大阪府農業会議資料)の

転用があった。同時に、工場の階層 によって転出場所に差が出てきた。即ち、国道1号 線、名

神高速道路、JRな ど工場 にとって転出条件の 「より優れている」淀川右岸 と、比較的条件の

悪い淀川左岸では進出する工場の規模に格差が見 られる。前者は1件 当た り600m2以 上の比較

的大きい工場が多 く、後者は300m2未 満の中小零細工場が多い。つまり、工場の転出にも 「地

代負担力」が関係 し、淀川右岸の地価の高い所はそれに相応 しい地代負担力のある有力工場が

進出した(図8)。
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また、この工場の進出が住宅地に混在ない し近接するケース、いわゆる 「住工混在」地域 を

生んだ。この要因は、① 「住宅」と 「工場」 と地代負担力が酷似 してお り、地価負担力から見

て同等の土地を選定する可能性が強かったこと、②工場にして も大半が消費型の工場であ り、

既成市街地内に立地する性向があった。③行政的にも立地規制が甘かった。特に、都市計画法
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の準工業地区の規制が曖昧で

あった(図9)。

(2)1970年 代=オ イル ショッ

ク後の安定成長期

1973年 のオイルショックを期

に、日本経済 も10%を 超える成

長から数%レ ベルの安定成長に

落ちた。これが、大阪都市圏の

土地利用パターンに変化 をもた

らした。とりわけ、工場の転用

件数 ・面積が激減 した。工場の

年平均敷地面積 は、1980年 代は

1960年 代の15%ま で落ち込んだ

うえに、産業の空洞化 も強まり、

傾向としては工場の敷地面積の

減少す ら招いている。特に、母

都市に近接 している守口 ・門

真 ・大東 ・八尾市等の減少が目

立つ。1985年 以降の急激な円高

は一層海外への投資 を高める傾

向にある。

ここに、1983年 の大阪圏の地

価曲線 を描いてみる。1960年 代

4
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ω
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のパ ターンと比較すると、実勢地価の曲線パターンは同じであるが、1970年 代の後半から都心部

を中心に都市再開発事業の進行、マンションの登場がある。60年代のアパ.___トはせいぜい中層で

あったが、高層マンションが70年 代から出始め、83年 では持ち家の4.4%に も上っている(住 宅

統計調査)。 建物の高層化が急速に進行 したことが、実質地価伸びに比べ実勢地価の相対的な高

騰をまねいたもの と見 られ、以下のような傾向が見 られた。

1)銀 行くデパー トの実質地価は1960年 代には、銀行は大阪の都心部の最高地価を上回り、デパ
ー トも都心周辺部の実勢地価を上回るなど

、新規立地の際、単独でも恣意的に場所 を選べるく

らいの地代負担力があった。 しかしこの時代には都心部及びその周辺では、単独では立地する

負担力がなくなっている。1969年 に都市再開発が施行 され、参加組合員制度(そ れ以前の市街

地改造法、防災街区造成法では、当該地に権利がないと再開発事業に参加できなかったが、こ

の制度により権利が無 くても参加で きるようになった)に より、高度利用を担った再開発事業

が急速に進行 しだした。この機会 を捉えて、銀行 ・デパー トが他の機能(オ フィス、小型店、

住宅)と 一緒に入居するケースが増えた。即ち、1970年 代からは、複合的な形でやっと新規立

地が叶う状況になった。
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2)住 宅の方は、その転用率がオイルショック以降、多少そのテンポがゆるんだとはいえ、年間

3000haも の転用が進行 している。市町別住民所得の分布を見て も、60年 代のものと基本的には

同じで60年代 と同様の 「住み分け」が進行 している。(図10・ 図11)。
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(3)1980年 後半=バ ブル期

1985年 のプラザ合意を受け、日本では、米国の貿易赤字解消 を支援するために円高 と 「金利」

の引 き下げに踏み切 った。1986年 までは公定歩合が6.0%で あったが、1986年9月 には同3.8%、

87年3月 には同3.6%と 低下 していった。 この金利の低下が、「金余 り」状態の中で 「土地神話」

に拍車をかけ、土地に投資が集中する契機 を作った。ひとたび地価高騰 に火がつ くや、金融機関

による不動産業者への貸 し出しが洪水のように注ぎ込まれた。東京都における全国銀行の不動産

部門への半年間の貸出率が1987年3月 期では26.5%に も昇 り、これが引 き金 とな り全国へ波及 し

た。 とりわけ、大阪府は1989年 の9月 期 には40.3%と いうロケット型の上昇 となった。 さらに

「ノンバンク」 も不動産部門への融資を強め、1986年 には21.8兆 円に過 ぎなかったが、1989年 に

は45兆円に昇った。

都市部を占める大企業のオフィスや銀行などの内部留保 に対する課税のうち、土地に対する固

定資産税が実勢地価の10分 の1と 大 きく圧縮 された簿価 に課税 され1988年 には434兆 円も含み益

がでた。本来なら300兆 円は下らない所得税 も引当金、借入金の巧みな操作で10分 の1以 下にな

った、このような強蓄積地価高騰の要因となった。
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この様な状況で、1980年 代の後半から1991年 まで、地価の高騰は異常なまでに進行 した。大阪

の地価は、1985年 を100とすると1991年 には370と僅か5年 間に4倍 近 くまで高騰 した。その後、

バブルが弾け、2000年 には1995年 次 と並び2002年 には1983年 レベルまで地価 は下落 した。

ここに、バブル期の大阪都市圏の地価曲線を描 き、60年 代、83年 の と同様の作業をした結果、

以下のことが分かった。

1)階 層別による住み分けが継続している。上層は高燥な土地へ、低所得者は低湿地 ・環境悪化

地へ と転出がつづいている。また、持ち家率が大阪市を中心 に低下 した。更にその上その中味

が変化 しだした。即ち、持ち家とは言えマ ンシ ョン居住者が増加 した。1983年 には4.4%で あ

ったが、1990年 には26.4%に も増加 した。高層マンションの所有者は、自分の住んでいる 「床」

は所有 しているものの土地は共有のために、実質的には、底地面積の3分 の1な いし4分 の1

程度の土地所有 にとどまるので、厳密な土地建物所有から見ると 「偽」持ち家 と評価せ ざるを

得ない。

2)商 業地では地価高騰で、銀行、デパー ト共にその実質地価は、実勢地価の高騰の前に一層相

対的に低 くなり、愈々、単独での立地のて 「地代負担力」はなくなり、プライスリーダーの力

を弱めた。1981年 以降は母都市での再開発事業は少な く、郊外部ではデパー ト・スーパー一・銀

行 ・他のテナントと一緒 に複合的なビルとして進出 している。

3)工 場について言えば、80年 代に入ってか らは全面的に転出が続いている。しかし、工場のな

かでも、都心型の付加価値の高い印刷 ・出版業が大阪市内の東部地区に立地 し、同じく、付加

価値の高い電気 ・機械工業を中心に、門真 ・大東 ・東大阪の各市で増加が見 られる。前者の実

質地価は坪当た り、160万 円、後者が同80万 円と高 く、新規立地する場所での実勢価格 とほぼ

同額で、地代負担力の点から見ても存立基盤が認められる(図12)。

(4)1990年 後半=バ ブル崩壊期

バブル崩壊は極めて大 きな経済不況を招 き、地価の大幅な下落を招いた。商業地では1992年 の

バブルの絶頂期に比 して2000年 現在、実勢地価 は約4分 の1、 住宅地でも3分 の1に 暴落 した

(図13)。

ここに、上記(3)と 同様、実質地価 と実勢地価の対比を行い以下のことが判明した。

1)銀 行、デパー トといった極めて地代負担力の高かった業種が、不況の波を受けて実質地価を
ホ

大 きく下げた。とりわけ、1995年 以降は深刻で、デパー ト・スーパー共に販売額の前年度割れ、

銀行は大量の不良債権処理で欠損状態が続いている。大型店そごう、ダイエー、ヤオハ ン等の

倒産 ・閉鎖があり、各銀行は効率の悪い支店の閉鎖、信用金庫 ・相互銀行の統廃合 ・合併が相

次 ぎ、新規立地 どころか撤退の傾向が強い。

また、一般小売商店も大型店の立地緩和、通信販売 ・産地直送、インターネット販売などが

影響 し大 きくその数を減 じた。

工場についても、不況から来る経営不振から当該工場 を閉鎖 ・移転、 とりわけ、中国など海

外への転出が目についてきた。

以上、これら総ての現象は、バブル崩壊 に伴 う経営不振から来る営業利益の大幅な減少、即ち、
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地代負担力、実質地価の低下をしたことで、各企

業が当該地での実質地価が実勢地価 に及ばななく

なり、撤退、移転を招いている。

2)こ れに対 し住宅地は、バブル崩壊後は労働分配

率が5%程 度(1989年48.7%、1998年53.2%)上 昇

したこともあ り、商業地、工業地に比 して相対的

に地代負担力は落ちなかった。 しかし、賃金収入

それ自体は企業の不振 もあ り、その伸びは殆 どな

いかマイナスになってしまった。.

ただ、実勢地価 の下落率 は異常な ぐらい激 しく、

相対的に住宅地価の地代負担力が卓越 したことで、

都心部でも中 ・上層階層の住民が都心部にも環流

してきた。尤 もその殆 どが 「偽持ち家層」 と評価

した高層マンションの住民ではある。
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結 語

当論文は、都市域における土地利用 と土地利用変動のメカニズムを 「地価」 という視角か ら、

解明 ・解析 した。

農地、工業地、住宅地 といった個々の土地利用については18世紀以降、チューネン ・ウェーバ

ー ・アロンゾ等々によって、その理論化、モデル化まで研究が進められているが、土地利用を全

体的に理論化 した研究はなかった。著者は、現出の 「土地利用」は様 々な土地利用の競合の結果

であ り、その背景には 「地代負担力が働いている」と考えた。そこで、著者はその 「源」である

地代負担力を土地利用形態毎に計算 し、当該の土地利用が相応 しい場所 になされているかどうか

を検定 した。この地代負担力は、企業の場合、当該の土地を利用 しての利益が基礎になる。そこ

で面積当た りの利益を利子還元 して 「収益還元地価」を算出し、これを著者は 「実質地価」 と定

義 した。住宅地の場合、当該地で住み所得から生活費を差引いた預貯金(株 ・諸投資を含む)を

企業でいう純益 と見なし、それを利子還元 して住宅地の実質地価を算出した。

この 「実質地価」を設定 した意義は、1)土 地利用変動は、土地利用相互間の競合である。土

地利用に関 して、地代負担力の高い用途がより低い用途に優先 し入れ替わ りうる。その際、この

概念(実 質地価)が 地代負担力 を表示する指標 として採用できる。2)こ の 「実質地価」と 「実

勢地価」は常に均衡状態で働いており、この 「実質地価」 と 「実勢地価」 との差 こそが土地利用

変動を惹起するものと考えられる。則ち、当該地での 「実質地価」が 「実勢地価」より高ければ、

両地価が均衡する 「より条件の良い」実勢地価の場所 まで移行 しうる。逆に、転出する場合には、

両地価が均衡する 「より条件の悪い」実勢地価の場所まで後退する事になる。よって、この 「実

質地価」の概念を採用することによって、「土地利用転換」の移動と方向の可能性が推測 しうる。

著者は、この考え方の可否を問うために、大阪都市圏を例に、都市の土地利用変動の実態が地

代負担力(実 質地価)で 基礎づけられるかどうかを検証 した。その結果は以下の通 りである。

1)1960年 代の高度経済成長の初期では、銀行やデパー トの実質地価が高 く、業務地など恣意的

に好条件の場所に立地 した。一方、住宅地では所得階層による住み分けが行われた。居住する

場所は、住宅の実質地価 と実勢地価が均衡する地点が選ばれた。工場地についても、その規模、

種類 によってその工場の実質地価は異なり、それぞれの実質地価に応 じて、住宅地と同様 に両

地価の均衡する点までに工場が移転 していった。

2)地 価の上昇 した高度経済成長後期には、銀行やデパー トは共に実質地価は実勢地価の最高に

は届かず、母都市のC.B.D.で は単独で立地するのは困難 となった。市の郊外などで再開発事業

等 を遂行するなかで、他の施設 ・店舗に複合的な形での立地となった。住宅 ・工場は以前 と同

じく、所得階層、収益による住み分けや立地選択が行われている。

3)バ ブル期 は、商業地では前期と同様な傾向が続いた。住宅地では相変わらず住み分けは続い

ているが、住宅の形式が住人全員が敷地を共有するマンション住まいが急増 してきた。一戸建

ては全敷地が 自分の所有であるのに対 して後者は数分の1に 過 ぎず、「偽持ち家」層 と解釈 さ

れ厳密な意味では土地持ちの階層 とは言えない。

4)バ ブル崩壊期は、銀行の不良債権処理 ・デパー トの売 り上げ不振などで、急速に利潤 を減少



實 都市における地価形成と土地利用変動に関する研究 133

させた。銀行やデパー トの一部が倒産 ・閉鎖さえ相次いだ。従って、実勢地価プライス リーダ

ーであった両者の大不振が実勢地価 を大きく下げた。住宅地では相対的に実質住宅地価の下落

の幅が小 さかった為に、都心部にマンションという形ではあれ環流の動きが出てきた。

以上のように、都市における土地利用変動は時代を超え、基本的に 「地代負担力」が働いてい

る。実質地価 と実勢地価の乖離に土地利用変動の源があり、両地価が均衡する方向へ と収敏する

形で土地利用変動は動いている。
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Abstract

Thispaperisconcernedwiththerelationshipbetweenlanduseandlandpricesthroughcomparative

analysismajorcitiesinU:S.A.,EuropeandJapan.Thechangingusesoflandcorrespondingtourban

growth,particularlyalteringlandpricesareemphasized.
Heretheauthorsetsupaconcept"reallandprice".Byreallandpricetheauthormeansisareturn

reductioni.e.anetprofitperareadividedbyinterestrate.Heconsiderssavings(includinginvestments)

asthepotentialpowerofresidentialarea.Savingsinthiscasemeanthechangeintheamountofsav-

ing-debtdifferenceinayear.Thereallandpriceofresidentialareaiscalculatedfromthesavingsofthe

houseperareadividedbyinterestrate.Giventheexistinglandpricecurve;ifthereallandpriceof

somefirmsorresidentsisbelowtheexistingones.theymaymoveoutasfarasthebothpricesmeet.On

thecontrary,ifthesituationisreversed,theymayapproachtheciviccenterasnearasbothoftheland

pricesmeet.Thedifferenceofpricesmakesthechangeoflandprices.

TheCaseofJapaneseCityOsaka

OsakaCityandtheGreaterMetropolitanRegionwith2.6millionand22millionpopulation,respec-

tively,canrepresentamajorJapaneseCity,Whichhasexperiencedbombasticurbangrowthinthesub-

urbanarea,particularlysince1960,alongwiththehigheconomicgrowthofthecountry.

Thepotentialeconomicpoweroflandofeachlanduseiscalculatedinthefollowingway,toarriveat

reallandprice.Acomparisonofreallandpricesmadewiththeexistingones.Thefollowingresultsare

obtained.

1.Banksanddepartmentstoresleadthepriceoflandandtheirinfluenceonlandpricinghasbeen

sogreatthatwecanevenseetheirnewlocationatbestspotsintheC.B.D.orinsubciviccenterson

thefringeoftheC.B.D.

2.Theoreticallyselectionofindevidualresidentialsitesislargelydeterminedbythelanduser'ability

topaylandrent.Forinstance,thosewithhigherincomeliveinfavorableareashillyplaces,andpeo-

plewithaverageincomeliveinlessfavorableareaswherelandislowanddamp,ortheairisoften

polluted.Peoplewithlowerincomelivinginrentedhouseshavetoenduretheworsthousingcondi-

tions.ExtremelypoorfamiliesgatheraroundtheinnerLoopLineinthedowntownareas,forming

slumlikeareas.Theirdepressedfinancialconditionmakeescapefromtheseareasnearlyimpossible,

logicallyowingtolanduser'sabilitytopaylandrent.Withtheincreaseofincome,residentswith

higherincomemoveouttothesuburbs,sothattheincomeleveloftheresidentsdeclinesrelativelyin

downtownaras. 〆
3.Concerningthelocationofindustry,mostofthefactorieshavemovedoutoftheC.B.D.tofind

siteswherereallandpricesofindustrialareameettheexistinglandprices.Forinstance,largerfacto-

rieshaveexpandedacrosstheplainontherightbankofYodoRiver,whereJapanRailwayandsuper

highwayservicesareavailable,whilemanysmalleronesmovetotheeasternpartofOsakaCitycon-

sideredtobealessfavorablelocation.

Sincethelate'70s,therehasbeenkeendecreaseofrateofdiversionintoindustriallandusefrom

farmlandwhatwiththestabilizedeconomyandwhatwithincreasedvolumeofdirectinvestments

overseas.Andsuchbigretailingfarmsasdepartmentstores/supermarketshavebeenconstructedone

afteranother.From1986-1990therewasanextremelysharpincreaseoflandpriceevokedbyhuge
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investmentsintorealestatemarketunderverylowinterestrate.Heretheauthortriedanotheranalysisof

theOsakaMetropolitanAreain1988.Thefollowingwasrevealed.

1.Withcontinuoussegregationoflivingplacesaspersocio-economicclass,rateofhouseownership

hasdiminished;therehasbeenincreasingrateof"pseudo"landownership(onlysharingwithmany

residentsbyconstructionofhighriseaccommodationi.e.onlyowingfloorspace).

2.Onlyreallandpriceofresidentswithtoprankinginquintilemetwiththetradinglandpricesofar

aseasternsuburbanOsakalikeKadoma,Neyagawalocatingabout15-20kilometersfromthethe

CivicCenterofOsakaCitywhichwerenotmuchfavorableplacetolivein.

3.Talkingofcommercialland,eventhereallandpriceofbankanddepartmentstpres,whichhad

beentheleaderinthelandpricebecamebelowthetradingone.Sowithlittleindependentconstruc-

tionoftherefirmsindowntownOsaka,thereweremanyadditionallocationoftheminrelationto

urbanredevelopment .projectsinthesuburbs.

4.Asregerdsindustries,withacontinuousexodusfromtheMetropolitanareasonlysuchindustry

whichcreatedhighervalueaddedperareaasprintingandelectricalproductmakingindustrylocated

mostperipheryandenvirontheMotherCityOsakawherethebothlandpricesmeet.

Japanese'bubble'economyburstinearly'90,whichcausedthesharpplungeinlandvalue.Theland

priceofcommercialareadroppedtoonefourthin7years.Thepriceisstilldropping.Asbanksgotneg-

ativeprofitowingtowritingoffbadloans,anddepartmentstoreslostfromthepreviousyearduetothe

severedepression,theredisappeardthelandpriceleaders.From1996to2001almost200(onethird)

officesofthecitybanksinOsakacitydisappeared.So,duetothelandpriceplungewesawareturning

ofresidentstothedowntownarea.


